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2026年5月28日

平素は当ETFをご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。
指数算出会社より、5月の定期リバランスにおける指数構成銘柄の⼊れ替えが発表されました。
つきましては新規採⽤・除外銘柄についてお知らせいたします。
なお、今回の⼊れ替えの効力発生日は2026年6月1日です。

対象株価指数の銘柄選定プロセス（概要）

※上図はポイントを抜粋したものです。詳細はこちらをご参照ください
（注）非人道兵器への関与が確認された企業には投資を行わない（出所）Mirae Asset Global IndexよりGlobal X Japan作成

https://indices.miraeasset.com/pdf/Mirae-Asset-Japan-Defense-Tech-Index.pdf


【指数銘柄入れ替え】 Global X Defense Tech Index

入れ替え後の指数構成 全15銘柄

※個別銘柄の推奨、今後の組⼊を示唆・保証するものではありません。（注）構成比率はデータ基準日の2026年5月26日時点

銘柄名
装備・
エンジン

航空宇宙 造船・船舶
電子機器

（センサー・レー
ダー等）

通信
システム

情報・AI・
サイバー

三菱重工業 ● ● ● ● ●

三菱電機 ● ● ● ● ●

日本電気（ＮＥＣ） ● ● ● ●

ＩＨＩ ● ● ●

川崎重工業 ● ● ● ●

スカパーＪＳＡＴ ● ● ●

日本製鋼所 ● ●

日清紡ホールディングス ● ● ● ●

シンフォニアテクノロジー ● ● ●

アストロスケール HD ● ● ● ●

QPSホールディングス ● ● ●

古野電気 ● ● ●

新明和工業 ● ● ●

Synspective ● ● ●

東京計器 ● ● ● ● ●

コード 銘柄名 比率 コード 銘柄名 比率

7011 三菱重工業 15.0% 6507 シンフォニアテクノロジー 2.6%

6503 三菱電機 15.0% 186A
アストロスケール
ホールディングス

2.3%

6701 日本電気（ＮＥＣ） 15.0% 464A QPSホールディングス 1.5%

7013 ＩＨＩ 15.0% 6814 古野電気 1.4%

7012 川崎重工業 15.0% 7224 新明和工業 1.1%

9412 スカパーＪＳＡＴ 5.9% 290A Synspective 1.1%

5631 日本製鋼所 5.0% 7721 東京計器 0.8%

3105 日清紡ホールディングス 3.4%

New

防衛テック関連ビジネス

New

New
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※過去のパフォーマンスを示しており、将来の成果を保証するものではありません。
（注）Mirae Asset Japan Defense Tech Indexの算出開始日は2026年1月20日。算出開始日以前の指数に関する情報は全て指数算出会社がバックテストしたデータ。
期間は当指数バックテスト開始日の2019年5月31日から2026年5月26日の日次、起点を100として指数化（配当込み、日次）
（出所）BloombergよりGlobal X Japan作成

指数パフォーマンス（配当込み）

（年/月）

動画コンテンツ

840

308

【PIVOT】
企業が持つ独自のサービスやメソッドからビジネスパーソンに必要なスキルセット学ぶPIVOTの
番組「＆SKILL SET」。「テクノロジー投資の次の主戦場 防衛テック」をテーマに、大和証券の
木野内栄治さんと深堀りしました。

https://youtu.be/vhGo30ZAY8E?si=Vd8bpTJFtA-y_rUM


【指数銘柄入れ替え】 Global X Defense Tech Index

動画コンテンツ

【楽待】
大川智弘氏・防衛省の小野圭司氏・フリーアナウンサーの佐田志歩氏とともに、防衛株は本当に
「高い」のか、防衛銘柄が強い理由、AI×防衛が戦争をどう変えたのか、民間技術と防衛技術の
境界線について整理しました。（前編・後編）

＜ 前編 ＞

＜ 後編 ＞

【馬渕磨理子の株式クラブ】
馬渕氏に日本の防衛関連株が政策テーマ銘柄として注目される理由について、分かりやすく解説
していただきました。

https://youtu.be/2iZzWD3CPvU?si=QBk6YmTr28AvpzdI
https://youtu.be/nYsrSt4foWY?si=dVvgGZgHao_bz24Z
https://youtu.be/HE4pRoBtvaI?si=L_x_cciygigZHVhG


ディスクレーマー

＜ファンドの目的＞
信託財産の1口当たりの純資産額の変動率を「Mirae Asset Japan Defense Tech Index（配当込み）」の変動率に一致させることを目的
とします。

●指数の著作権等について
Mirae Asset Global Index Private Limitedが提供するインデックスまたはその他の製品もしくはサービスの公表および管理に関して提供する情報は、証券、金融商品、製品
もしくは取引戦略の売買または保証、スポンサーシップもしくは推薦と見なすべきではありません。Mirae Asset Global Indexは、いかなる状況または側面においても、その
インデックスまたはインデックス値を使⽤することから得られる情報または結果の正確性、適時性、完全性または適切性について、明示的にも黙示的にも、主張、予測、保証
または確約を行いません。Mirae Asset Global Indexは、インデックスが正しく計算されるよう最善の努力を払います。本インデックスまたはその中に含まれるデータに関す
る商品性または特定目的もしくは使⽤への適合性に関する明示または黙示の保証は一切行わず、また明示的にすべての保証を否認します。前記事項を制限することなく、
Mirae Asset Global Indexは、いかなる場合にも、特別損害、懲罰的損害、間接損害または派生的損害(逸失利益を含む)について、当該損害の可能性について通知されていた
としても、一切責任を負わないものとします。

Global X Japan株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3174号 一般社団法人資産運⽤業協会会員

＜ファンドの費⽤＞

※手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」を
ご覧ください。

＜投資リスク＞
当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているものでは
なく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは異なり
ます。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。
「株価の変動（価格変動リスク・信⽤リスク）」、「その他」
※基準価額の動きが指数と完全に一致するものではありません。
※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
※くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。

●当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、Global X Japan株式会社が作成した情報提供資料です。ETFを金融商品取引所で売買される場合には、委託会社作成の投資信託説明書（交付目論見書）は交付され
ません。売買をお申込みになる証券会社に、当該取引の内容についてご確認ください。金融商品取引所における取引価格と基準価額は異なります。金融商品取引所における価
格情報等については、売買をお申込みになる証券会社にお問い合わせになるか、ETFが上場する金融商品取引所のウェブサイト等をご覧ください。株式または金銭の拠出によ
り当ファンドの取得（応募、追加設定）をご希望の場合には投資信託説明書（交付目論見書）を販売会社（指定参加者）よりお渡しいたしますので、必ず内容をご確認くださ
い。当資料は、各種の信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性が保証されているものではありません。記載されている内容、数値、図表、
意見等は当資料作成時点のものであり、今後予告なく変更されることがあります。また、当資料中における運⽤実績等は参考とする目的で過去の実績および結果を示したもの
であり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。また、税金、手数料等を考慮していませんので、投資者のみなさまの実質的な投資成果を示すものではありません。
また、当資料の内容についての著作権は、当社その他当該情報の提供元に帰属しています。また、当資料で掲載した画像等はイメージです。分配金額は、収益分配方針に基づ
いて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するものではありません。分配金が支払われない場合もあります。当資料でご紹介した企業はあくまでも参考
のために掲載したものであり、個別企業の推奨を目的とするものではありません。また、ETFに組⼊れることを示唆・保証するものではありません。

取 得 時 手 数 料

信 託 財 産 留 保 額

交 換 時 手 数 料

販売会社が
定めるものとします。

販売会社が
定めるものとします。

ありません。

取得時の商品説明または商品情報の提供、投資情報の提供、取引執行等の対価です。

受益権の交換に関する事務等の対価です。

ー

運 ⽤ 管 理 費 ⽤
（ 信 託 報 酬 ）

そ の 他 の 費 ⽤ ・
手 数 料

毎日、次のイ．の額にロ．の額を加算して得た額
イ．信託財産の純資産総額に年率0.649％（税抜0.59％）以内を乗じて得た額
ロ．信託財産に属する有価証券の貸付けにかかる品貸料に55％（税抜50％）以内の率を乗じて得た額

● 有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オプション取引等に要する費⽤、監査報酬等を信託財産でご負担いただきます。

※ 売買委託手数料などの「その他の費⽤・手数料」については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示す

ことができません。

● 受益権の上場にかかる費⽤および対象指数の商標の使⽤料（商標使⽤料）ならびにこれらにかかる消費税等に相当する金額を、

受益者の負担として信託財産から支払うことができます。

※提出日現在、商標使⽤料は信託財産の純資産総額に、年率0.045％以内を乗じて得た額となります。

※提出日現在、上場にかかる費⽤は以下となります。

・年間上場料：毎年末の純資産総額に対して、最大0.00825％（税抜0.0075％）

・追加上場料：追加上場時の増加額（毎年末の純資産総額について、新規上場時および新規上場した年から前年

までの各年末の純資産総額のうち最大のものからの増加額）に対して、0.00825％（税抜0.0075％）

投資者が直接的に負担する費用

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

料率等 費⽤の内容

料率等 費⽤の内容
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